
【資料１】

ohsako
長方形





SSS28-07 会場:A04 時間:5月 28日 09:30-09:45

活断層の長さから推定する地震モーメント
Predicted seismic moment based on the length of active fault
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地震モーメントを活断層の長さから予測する場合、過小評価となる可能性があり注意が必要である。予測には、震源
断層の長さ（あるいは面積）と地震モーメントとの関係式が使われるが、地震発生前に使用できるのは活断層の情報で
あって、震源断層のものではない。地震モーメントは断層モデルの基本物理量であり、その予測値は、将来発生する地
震の揺れや津波の高さなどの予測に使われることが多い。このため地震モーメントの過小予測は、災害の過小想定につ
ながりかねない。
　日本の陸域およびその周辺の地殻内浅発地震（マグニチュード 7程度以上）について、断層長L（m）と地震モーメ

ントMo（Nm）との関係式をわかりやすさを重視して表現すると次のようになる。
（１）Mo = 4.37 x 1010 x L 2 　（武村, 1998）
（２）Mo = 3.80 x 1010 x L 2 （Yamanaka & Shimazaki, 1999）
（３）Mo = 3.35 x 1010 x L 1.95 　（地震調査委, 2006）
（４）Mo = 1.09 x 1010 x L 2 　（入倉・三宅, 2001）
なお、入倉・三宅（2001）では地震モーメントと断層面積との関係式が提案されているが、厚さ 14kmの地震発生層中

の垂直な断層を仮定し（4）を導いた。断層の傾斜角を 60度とした場合には、係数が 1.09ではなく 1.45となる。（4）と
他との差異は顕著で、同じ断層長で比較すると、地震モーメントは 4倍程度異なる。一方、同じ震源モーメントで比べ
れば、断層長が 2倍程度異なる。
　上記の関係式中の L として、活断層の長さを用いた場合の地震モーメントの予測値と、活断層で発生した地震の地

震モーメントの観測値とを 1891年濃尾地震、1930年北伊豆地震、2011年 4月 11日福島県浜通りの地震で比較し、さら
に 1943年鳥取地震、1945年三河地震、1978年兵庫県南部地震で検討した。例は少ないが（4）を用いると地震モーメン
トが過小評価される傾向が明らかとなった。
　地震本部の強震動予測では、いわゆる改正レシピが使われており、（3）によって地震モーメントが予測され、（4）の

もととなる入倉・三宅（2001）の式から断層面積が推定されている。昨年 9月に発表された国土交通省の日本海におけ
る大規模地震に関する調査検討会の報告書では、日本海の「最大クラス」の地震による津波想定において、入倉・三宅
（2001）の式により地震モーメントが推定されている。一方、原子力発電所の津波推定では（1）が使われている。
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原子力防災対策に関する申し入れ 

関西広域連合では、関西電力高浜発電所３･４号機の再稼働や同１･２号機の運転期間延

長に向けた動きが進む中、昨年１２月２５日、国に対し、これらに関する課題について、

申し入れを行った（以下、「前回申し入れ」という。）。 

 その後、３･４号機に関し原子力規制委員会において審査書がとりまとめられ、３月２７

日の広域連合委員会において、原子力規制庁からこれに関する説明を聴取した。また、昨

日、原子力災害対策指針の改定が行われたが、実測値のみに基づく防護措置の実施、ＵＰ

Ｚ圏外の地域における防護措置のあり方等について、懸念の残る内容となった。 

 前回申し入れのうち、十分な対応が図られていない部分もあり、加えて、新たな課題も

生じている。 

ついては、下記の事項について、国において早急に対応されることを求める。 

なお、これらが実行されないとすれば、高浜発電所の再稼働を容認できる環境にはない。 

記 

１ ＰＡＺ、ＵＰＺの区域を含む周辺自治体と事業者との安全協定について、事業者に対

し、立地自治体並みの内容とし、早急に締結するよう指導すること。また、安全協定に

よらずとも、自治体が国や事業者と平時から情報連絡や意見交換を行い、安全確保につ

いて提言できる仕組みを構築すること。 

２ 原子力発電所の再稼働は、どのような判断基準でどこがどのような手順で認めるのか、

リスクに関する責任は誰がどのように負うのか等、国の責任体制を明確にすること。こ

のため、必要な法的枠組みを整備すること。そのなかで同意を求める範囲等、立地自治

体及びＰＡＺ、ＵＰＺ区域を含む周辺自治体の位置づけを明らかにすること。 

３ 上記２点並びにＳＰＥＥＤＩ等の予測を活用した避難やＵＰＺ圏外の地域における防

護措置のあり方、避難対策の実効性確保等、これまで関西広域連合が主張してきた点に

ついて明確な根拠をもって説明されたい。 
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「悪性または悪性の疑い」の子どもたち 127 名は、避難区域（１３市町村：地図の白 

OurPlanet-Tv ホームページより  

先行検査の手術数 99 名には、良性の１名を含む 

福島県の子どもたちの甲状腺検査結果（2015.5.18 検討会） 

「悪性または悪性疑い」との診断は１２７名、 

その内１０３名が手術によって甲状腺がんと確定 

30 ㎞圏外の福島市・郡山市・いわき市・会津若松市等でも小児甲状腺がんが確認 

は「悪性または悪性の疑い」が確認されている市町村 

 福島県の県民健康調査資料より作成 




